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40 水産業の成長産業化に向けた施策の強化
（農林水産省） 

【提言・提案事項】制度・予算 

１ 水産物の輸出促進の障壁となっている放射性物質検査証明の撤廃について、輸出先国に対し本県産水産物の安全性に関する適切な

情報提供を行い、規制緩和を働きかけること。 

２ 海女漁業のような雇用契約に馴染まない漁業でも活用できる、独立自営で漁業に就業した若者に対する支援制度を充実すること。 

３  世界的な需要拡大等により養殖用配合飼料価格が高騰している現状を踏まえ、マダイ等の養殖業の持続的かつ安定的な経営を図る

ため、飼料価格高騰による影響の緩和策の強化や、飼料原料となる国産魚粉の確保に対する支援を行うこと。 

《現状》 

■ 韓国、中国、レバノンの３か国は、本県産水産物の輸入に際し、放射性物質検査証明を求めていますが、これまで、本県産水産

物からは東日本大震災に起因する放射性物質は検出されていません。

■ 海女の数が全国最多の本県では、全国で初めて海女漁を県の無形民俗文化財に指定し、文化財保護と水産振興の両面から、積極

的に海女漁業の振興に取り組んでいます。海女漁業は、漁獲物を探しながら独りで繰り返し素潜りを行う独特の漁法であり、指導

により技術習得できるものではなく、指導を前提とした雇用契約には馴染みません。また、漁家に嫁いだことを契機に海女漁業に

就業する場合でも、独りで経験を積み重ねて技術を習得するまで所得は不安定な状態が続きます。

■ 魚粉価格は、原料魚の資源量減少による供給量減少及び世界的な需要の高まりにより上昇しています。

こうしたことから、魚粉を原料とする養殖用配合飼料の価格が高止まりしており、国の「漁業経営セーフティーネット構築事業」

により、価格の上昇分に対する補填が行われているものの、養殖漁家の経営は厳しい状況となっています。 

《課題》 

① 放射性物質検査証明にかかる手間と費用が事業者の負担となっており、輸出拡大の障壁となっています。

② 漁業への就業・定着促進のための国の新規漁業就業者総合支援事業は、指導を前提とした雇用契約の締結を補助要件としており、

海女漁業等では当事業の活用は困難となっています。このため、雇用契約に馴染まない海女漁業等でも活用できるよう、指導研修

の有無や親からの経営継承に関わらず、経営開始計画に基づき、新規就業後の所得安定を支援する制度の充実が必要です。

③ 魚粉の世界的な需給の逼迫に伴い、養殖用配合飼料の供給量不足や更なる価格高騰が懸念されていることから、養殖漁家の持続

的かつ安定的な経営を図るため、「漁業経営セーフティーネット構築事業」の積立単価の上限の更なる引上げや配合飼料の原料と

なる国産魚粉の安定確保に向け、生産者団体等が行う魚粉加工施設の整備に対する支援の充実が必要です。

県担当課名 農林水産部水産資源課、水産経営課 

関係法令等 対各国との輸出取扱要領等 
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